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日高他：項目自己生成式職場改善ニーズ調査法（SWING）の現場実装

I　緒言

1　質的・量的評価の組み合わせによる
　　「職場改善ニーズ抽出」のニーズ

労働者の抱いている職場改善ニーズを抽出し，
それを企業経営の中で適切に汲み取り改善して
いく試みが活発化している。その背景として，
1999年 6月に国際労働機関（1999）によって提
唱されたディーセント・ワーク（Decent work：
働きがいのある人間らしい仕事）や，2015 年
9 月に国際連合総会において採択された持続可
能な開発目標（Sustainable Development Goals,
SDGs）の一つである「働きがいも，経済成長も」
（外務省 2024）といった，国際的な労働者権利
擁護の要請がある。とりわけ日本においては人
口減が加速的に進む社会情勢の中で，企業とし
ても労働力を確保し，事業の存続を図っていく
必要に迫られている事情もあり，労働者の抱い
ている職場改善ニーズを抽出することが，経営
者にとっての関心事となっている（厚生労働省
2018）。
労働者の抱く職場改善ニーズは多様であり得
るため，様々な指標や尺度が開発され，調査に用
いられている。湯淺他（2019）をもとに概観すれ
ば，日本における職場環境改善の評価指標は，身
体的な健康アウトカム（筋骨格系障害の疼痛・負
担），心理社会的な健康アウトカム（職務満足感
や精神的健康），職場風土・職場文化（働きやす
さの観点から見た組織資源の評価），生産性（事
業実施費用と得られる便益とのバランス），労働
災害・災害休業・職業性疾患の発生件数（腰痛罹
患率・病欠日数・労働災害事故発生率等）の 5種
類に大別され，それぞれに対応する心理尺度や，
定式化された報告様式が存在している。また労

働安全衛生法改正に伴いストレスチェック制度
が義務化されたことにより，2015年以降，職業
性ストレス簡易調査票（厚生労働省 2017b）を
用いたストレスへの気づき促進と，ストレスの
原因となる職場環境の改善が進められてもいる
（厚生労働省 2021）。これらはいずれも，量的研
究の評価技法を用いた，職場改善ニーズ抽出の
方策である。一方，既存の指標や尺度の想定を
越えるニーズを，現場の労働者が抱いている可
能性は常に存在する。このようなニーズを汲み
取るために，質問紙の自由記述やヒアリング等
の帰納的データ収集方法も用いられている（e.g.,
労働政策研究研修機構 2022）。これらは質的研
究の範疇に含まれる。
労働者の持つ職場改善ニーズ抽出という点で，

量的研究と質的研究にはそれぞれ長所・短所があ
る。量的研究の着想で開発された心理尺度や質
問紙は，さまざまな職場・場面に広く適用できる
一般的な項目を使用している。これは長所であ
る一方，個々の職場や労働者の固有の課題を捉
えることができない可能性があるという点では
短所ともなろう。また，労働者にとっての項目
の「重み」（主観的な重要性）を評価しづらいと
いう方法論的な限界もある。一例として，職業
性ストレス簡易調査票においては「職場の仕事
の方針に自分の意見を反映できる」という項目
があり，4件法（そうだ，まあそうだ，ややちが
う，ちがう）にて充足の程度が聴取される。ある
労働者がこの項目に「ちがう」と回答した場合，
仕事に対する裁量や関与の低さの点で充足して
おらず，職業性ストレスの上昇に寄与すると評
価される。しかし，仕事の方針決定への参画に
価値や関心をそもそも抱いていないのであれば，
充足していないとしても「重み」は低くなり，回
答した労働者本人にとっては何らストレス要因
となっていないかもしれない。このように，質
問項目の充足度と主観的重要性は異なる概念で
あり，区別すべきなのである。
他方，インタビュー等の質的研究は，労働者
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の価値観や企業文化等の定量化し難い情報をも
とに職場改善ニーズを見出す上で有用である。
しかしその性質上，多人数を対象として情報を
収集することには適していない。また，インタ
ビューの語り口や自由記述の書きぶりは個々人
の差が大きいこともあり，データ収集と分析の
様式を固定化することが難しい。質的研究にお
いてはむしろデータ収集や分析の方法を柔軟に
変容させていくことに長所があるとも言えるが，
これらの技法的な弾力性が曖昧さに感じられれ
ば敬遠される理由ともなろう。
これらの方法論上の限界を埋めるための着想
を，生活の質（Quality of Life, QOL）評価法の一
つであるSEIQoL（Schedule for the Evaluation of
Individual Quality of Life）（O’Boyle et al. 1992）
から得ることができる。SEIQoL は後述するよ
うに，対象者の自己報告による項目生成を行
うという点で質的研究の特性を有するととも
に，それら生成した項目に対する充足度と重み
づけを区別しながら定量評価する点で量的研
究の特性を有する調査法である。さらに，この
ような SEIQoLの方法論的利点を生かし，職場
改善ニーズ抽出のために転用開発されたもの
が SWING（Systematic Workplace-Improvement
Needs Generation；項目自己生成式職場改善ニー
ズ調査法）（Hidaka et al. 2022）である。

2　質的研究の発想から現場実装を図る：
　　 SEIQoLと SWING

SEIQoL は慢性疾患，難病，緩和ケア領域に
おける QOL 評価方法として普及している，代
表的な患者報告型アウトカム（Patient Reported
Outcome, PRO）の一つである（SEIQoL-DW日
本語版事務局 2013）。前述したように SEIQoL
は質的・量的研究の双方の特徴を有しており，
特にそのバージョンの一つである SEIQoL-DW
（DWはDirect Weighting，直接的重みづけの意）
においては QOL を構成する項目を回答者の視
点で，かつ直接的に重みづけすることが可能と
なっている。上記 SWINGは SEIQoL-DWに着
想を得ている。
測定の大まかな手続きは SEIQoL と SWING

で共通しているが，両者の目的の違いから，デー
タ収集方式や教示文には違いがある。表 1に示
すように，SEIQoLが難病者のような身体活動の
著しい制限に直面している回答者も想定し，丁
寧な半構造化面接法を要件とし，生活の質を構
成する項目を聴取するのに対し，SWINGはそう
いった身体制限を必ずしも想定せず，Webある
いは紙面等を活用した簡便な聴取を志向する。
以下，SWING（Hidaka et al. 2022）の場合を

例にその他の特徴を概観する。項目聴取につい
ては，ニーズを構成する項目（ニーズ項目）を 5
つ，回答者が自由に挙げる形式となっている。こ
れにより，回答者の心中にある幅広い内容を収集
することができる。回答結果の抽象度は様々で
ありえる。たとえばどの職場でも通用するよう
な一般的な内容もあれば，特定の職場・部署に特
有の内容が言及されるかもしれない。そのため，
研究者は得られた記述的情報を帰納的にまとめ，

表 1　 SEIQoLと SWING
特徴（想定） SEIQoL SWING 

⽬的 患者の視点に⽴ったケアニーズの把握。 労働者の視点に⽴った職場改善ニーズの把握。 

対象者 慢性疾患，難病，緩和ケア受療中の患者（⾝体機能に制限のある回答
者を想定）。 広義の労働者（⾝体機能の制限を必ずしも想定しない）。 

データ収集⽅式 適切な⾯接技術に基づいた半構造化⾯接法を⽤いる。指差しや⼝頭等
の幅広いメディアによる情報収集を可能とする構成。 

Web あるいは紙⾯等による簡便な情報収集を志向した構成であり，必
ずしも対⾯・⾯接の⼿続きを要しない。 

項⽬聴取の際の教⽰例 「現在あなたの⽣活の中で，最も重要な５つの領域は何ですか？」 「どのような職場が働きやすい／快適ですか？5 つ挙げてください。」 

項⽬の評価⼿続き 
上項で収集した 5 つの項⽬について，満⾜度を 0-100 点の幅でスコア
リングするとともに，重みを全体として 100%となるように回答者に
割り当ててもらう。 

SEIQoL と同様である。ただし SEIQoL における満⾜度を「充⾜度レ
ベル」（どれくらい満たされているか），重みを「重要性バランス」（5
つの項⽬の重要性のバランスの状況）と呼称する。 

総合評価 項⽬ごとの満⾜度と重みを乗算し，それらを合計した値を SEIQoL イ
ンデックス・スコアとして使⽤。 

SEIQoL と同様の⼿続きで算出した値を SWING インデックス・スコ
アとして使⽤。 

注：表中の SEIQoLの説明は⽇本語版 SEIQoL-DWマニュアル（⼤⽣・中島 2013）に，SWINGの説明は SWINGの初出論⽂（Hidaka et al. 2022）に基づく。 
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情報の抽象度の程度を揃える必要がある。これ
は分析手続きとしては負担となり得る一方で，
個々の職場や部署に根差した改善ニーズを浮か
び上がらせることができるという利点にもなる。
項目の評価手続きにおける，充足度レベルと重
要性バランスの区別は SWINGの定量化手続き
の特徴である。充足度レベルについては，0-100
点の幅で設定する。また，重要性バランスについ
ては，5つのニーズ項目の合計が 100%となるよ
うに割り振る。SWINGは，帰納的なデータ収集
および分析によって，職場改善の具体的なニー
ズを見定めた後で，充足度レベルと重要性バラ
ンスを区別して定量評価することで，個々の職
場において優先度の高い／低い職場改善ニーズ
を特定することができる。
総合評価については，各ニーズ項目の充足度
レベルと重要性バランスの値（％）を掛け合わ
せスコアを算出し，全てのニーズのスコアを合
計してインデックス・スコアを算出する。たと
えば充足度レベルが 20（点），重要性バランスの
値が 50（％）の項目であれば，「10」というスコ
アとなる（20点の 50％という計算である）。同
様の計算を全ての項目について実施し，算出し
たスコアを合計したものがインデックス・スコ
アになる。インデックス・スコアは 0-100の幅を
取り，労働者が仕事や職場にどの程度満足して
いるかを表す総合的な指標である。インデック
ス・スコアを活用することで，部署間の比較も可
能となり，全体的な視野から職場改善を図る手
がかりが得られる。なお SWINGインデックス・
スコアは，SEIQoLインデックス・スコアと同様
に，挙げられたニーズ項目にかかわらず分布に
正規性を持つことが示唆されており，解析上の
選択肢も広い（Hidaka et al. 2022）。

SWINGはこのような特徴を持つため，既存の
職場改善ニーズ調査法が有していた，職場固有
の改善ニーズ抽出，労働者の「重み」の反映，な
らびに質的調査における様式の不一貫といった
方法論的弱点を克服できる。また，SWINGによ

る測定結果については，充足度レベルと重要性
バランスの 2つの次元からなる散布図を活用す
ることで，全容を一望できる。さらに，バブル
プロット等の表現を活用することで，言及した
人数の多さも図として描出可能であることから，
現場へのフィードバックと実装の際にも高い訴
求性を実現できる。SEIQoLが少人数（個々人）
への適用を想定しているのに対し，SWINGは組
織（集団）の分析を可能としており，より産業現
場に適した仕様であるとも言えよう。
表 2 は，ある介護施設（介護老人保健施設）

で働く職員を対象とし，SWING による職場改
善ニーズ調査を行った先行研究（Hidaka et al.
2022）の結果の抜粋である。総合評価の観点で
インデックス・スコアを見ると，職員 Aは 26点
であるのに対し，職員 Bは 92点となっており，
Bの満足度が高いことがうかがえる。個人別に
みると両者の相違点が明瞭である。職員 A は
ニーズ項目「利用者との関わり」の充足度レベル
が 0点であるのに対し，同項目の重要性バラン
スが 40%と高く設定されている。これは「働く
上で重要視している事柄が，満たされていない」
という状態，すなわち職場改善ニーズが高いこ
とを示している。職員 Aは施設利用者との触れ
合い，会話，および親身な接触等の対人援助職
ならではの側面を重要視している可能性がある
が，現状ではそれが満たされていないのかもし
れない。また，職員 Aと Bはともにニーズ項目
に「労働環境」を挙げている。同項目の重要性バ
ランスはどちらも 20%であるのに対し，充足度
レベルの観点で Aは 30点，Bは 90点と大きく
異なっており，その結果がスコア（インデック
ス・スコア）にも影響していると思われる結果で
ある。同じ職場であっても，細かな職務内容や
個々人の価値観には違いがあるのが当然とも言
え，そうした個別性を汲み取ることが，より良い
職場づくりに繋がる可能性がある。SWING は
幅広い従業員規模の事業所において適用できる。
また，測定・分析する単位は，組織・部局等のま
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表 2　介護職員 2名に対する SWING測定の例

ニーズ項⽬ 充⾜度レベル 重要性バランス（％） 
スコア 

（インデックス・スコア） 

職員 A 

 福利厚⽣ 

 職場の⼈間関係 

 利⽤者との関わり 

 ⾃⼰成⻑の可能性 

 労働環境 

  

職員 B 

 同僚とのコミュニケーション 

 通勤時間 

 承認欲求の充⾜ 

 休暇・休⽇ 

 労働環境 

 

 

60 

50 

0 

30 

30 

 

 

90 

95 

90 

95 

90 

 

 

20 

10 

40 

10 

20 

 

 

10 

20 

30 

20 

20 

 

 

12 

5 

0 

3 

6 

（26） 

 

9 

19 

27 

19 

18 

（92） 
注：表中の「労働環境」は「空調による適切な温度管理」等の物理的環境を指す。職員 A を例にスコアの計算について詳述する。
スコアは充⾜度レベルに重要性バランス（％）を乗じることで算出される。たとえばニーズ項⽬「福利厚⽣」の充⾜度レベルは
60，重要性バランスは 20％となっていることから，12 点となる（60 の 20%の意）。同様の計算を各ニーズ項⽬に実施する。すな
わち「職場の⼈間関係」は 50×10%で 5 点，「利⽤者との関わり」は 0×40%で 0 点（ゼロに何を掛けても答えはゼロとなる），
「⾃⼰成⻑の可能性」は 30×10%で 3 点，そして「労働環境」は 30×20%で 6 点である。これらのスコアを合計した「26 点」が
職員Ａのインデックス・スコアとなる。 
 なお表中の情報は SWING の原典（Hidaka et al. 2022）に基づくが，職員 B の重要性バランスの数値が合計しても 100%になら
ない誤記が認められたため，修正した上で掲載した。 
 

とまり，あるいは個人の双方の形を取り得る。
SWING は，医療の分野で誕生し使用されて
きた SEIQoLを，産業保健（労働者の健康の保
持増進を目指す医学・公衆衛生学の一分野であ
り，組織マネジメントの知見も含む）へと転用し
たものと言える。SWING における測定方法等
は SEIQoL（SEIQoL-DW）とほぼ同等である。
SWINGはそこに手続きの簡略化や，図化による
可視化を導入したに過ぎないと言えるかもしれ
ない。しかしながら，SWINGは「労働者の職場
改善ニーズ抽出」に必要な機能・様式を一通り備
えていることから，すぐに調査実施することが
できる。SEIQoL に立ち戻って応用方法を検討
したり，適切さを検証したり，といった手間を省
くことが可能なのである。このような SWING
の特徴は，特に新興企業・中小企業におけるニー

ズ調査で効果を発揮する。

3　新興ヘルステック企業における職場改善
　　ニーズ抽出と現場実装の共同実践へ

保健・医療分野における近年の潮流としてヘ
ルステック企業の興隆がある。ヘルステック
（health-tech）とは，「デジタル技術とデータを使
用して，予防から治療までのヘルスケアの提供，
および医薬，医療機器の開発を改善・向上させ
る取組み」（科学技術振興機構 2023）を指す。具
体的にはモバイルヘルス・アプリケーションや，
電子医療記録，遠隔医療，ウェアラブル・デバイ
スなど保健・医療に関する広範な領域を内包し
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ており，医療の質向上，高騰する医療費の低減，
ならびに医療リソースの効率的利用に寄与する
と期待されている（Chakraborty et al. 2021）。
日本においては，企業における労働者の健康管
理を電子化し一元管理するとともに，健康リス
クの高い社員の抽出や予測など，実践的な支援
に繋げるための健康支援クラウド事業が展開さ
れている例がある（iCARE 2024; 日本経済新聞
2024）。
新興ヘルステック企業の継続性には課題が
ある。日本におけるまとまった報告はないも
のの，海外においては，新興ヘルステック企業
の多くは，経営上の問題を抱え，短期間のうち
に事業存続が不可能な「死に体」になってしま
うと言われており，その割合は 98%に上るとの
見解もある（Forbes 2016）。資金の問題に並ん
で，経営に危機をもたらす要因は人員・人材確
保の問題であると言われている（Fortune 2014;
Kalyanasundaram; 2021）。労働者が職場で高い
パフォーマンスを発揮し，かつ定着できる環境を
整えることは，新興ヘルステック企業にとって
の死活問題ともなる。特に日本は超高齢社会を
迎える課題先進国であることから，ヘルステッ
ク企業は，AI等の最新技術の導入のみならず，
社会問題に対する感性を持ち，規制当局や異業
種とのコミュニケーションに至るまでの幅広い
技術・適性を有する労働者を確保し，労働者が
その力量を存分に発揮する職場環境を整える必
要がある（科学技術振興機構 2023；厚生労働省
2024）。

SWINGによる調査は，このような複雑かつ動
的な状況にある新興ヘルステック企業の労働者
の抱く職場改善ニーズを，労働者の目線から捉え
ることに寄与できる可能性がある。職場改善は，
労働者にとっては快適かつ力を発揮できる環境
の実現に繋がるであろうし，事業者にとっては
持続可能なイノベーションを生み出す組織の基
盤づくりともなりうる。一方で，職場という組
織・集団を変容させていく上では，抽出したニー

ズを事業者に報告するだけでなく，研究者と事
業者とが協同的に改善案を考察していく対話的
な姿勢が重要となる（北居 2016；南他 2024）。
このような協同的・対話的プロセスは，新興ヘ

ルステック企業の職場改善に資する社会実装の
意義を有すると同時に，SWINGによる職場改善
ニーズ調査の（ヘルステック分野への）転用可能
性を検討するという学術的な意義を併せ持つと
考えられる。とりわけ，保健・医療の研究におい
ては，「実装科学」（研究から得られた知見を実
践現場に組み込む方法を開発・検証する科学の
一分野）の観点から，質的研究（質的手法）に対
して「実装の有効性に対して洞察を得ることが
できる」（National Cancer Institute 2018=2022）
という大きな期待が寄せられている。ヘルス
テック企業との協働的実践は，SWINGの持つ質
的手法としての側面が，新興ヘルステック企業
の職場改善ニーズ抽出においてどのように機能
し（あるいは機能せず），現場への実装へと関連
しうるのかを検証する機会ともなろう。
また，前述したように，ヘルステック企業は，

最新技術のみならず，社会問題に対する感性や，
コミュニケーション能力など幅広い技術・適性
を持つ労働者を求めている（科学技術振興機構
2023；厚生労働省 2024）。ヘルステック企業が必
要とする，このような高価値の労働者は，ヘルス
テック分野（情報通信業）に限らず，将来の日本
社会の様々な産業において重要な人材とも言え
よう。また，「新興」のヘルステック企業は，社
内の労働環境整備が行き届いていない可能性が
あり，それ故に改善すべき点が労働者ひとりひと
りにとって明瞭に立ち現れてくるとも考えられ
る。言うなれば，職場改善ニーズを抽出しやす
い条件下にある。これらの議論から，新興ヘル
ステック企業との共同実践を行うことは，これ
からの日本社会において必要となる幅広い技術・
適性を持つ労働者の有する職場改善ニーズに関
する先駆的な知見を得ることに繋がると考えら
れる。より具体的には，業務効率化など公私を分
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けるための環境整備を中心に，主体的に労働に
関わることを重視する内容が職場改善ニーズと
して浮かび上がると想定する。この想定は「仮
説」とは異なるものの，SWINGの先行研究にお
ける介護労働者を対象とした調査結果（Hidaka
et al. 2022）との対比を通じ，新興ヘルステック
企業の特徴をより深く理解するための考察を行
うための視座として設定するものである。

4　目的

本研究の目的は以下 2点で構成される。第一
に，新興ヘルステック企業における職場改善ニー
ズを労働者の視点から抽出するとともに，調査
結果もとにした改善案を現場へと実装する際の
課題を事業者（経営者）へのインタビューから検
討することである。第二に，質的研究による社
会貢献のあり様についての理論的考察を行うこ
とである。

II　方法

1　研究のセッティング，研究フィールド，
　　およびリクルート

本研究は株式会社 iCARE（アイケア）と共同
で実施された。同社は法人向けの健康支援・管理
クラウドシステムと専門家による人的サービス
を提供する，2011年 6月設立の新興ヘルステッ
ク企業であった。本研究が実施された 2022年 8
月時点での従業員数は 144名であった。
本研究の成立経緯は，第 3著者と iCARE社長

（最高経営責任者，第 2著者）との意見交換に始
まった。同社長より，iCARE社の従業員を対象
とした SWINGによる調査を実施すること，な

らびに使用前後での管理職者へのインタビュー
を実施する許可を得るとともに，現場実装の際
の課題を明確化するという研究デザインの全体
像が構成された。一連の手続きは共同実践とし
て実施された。
研究の流れを表 3に示した。本研究はプレ・イ

ンタビュー（調査 1），SWINGによるニーズ調査
および結果分析（調査 2），ポスト・インタビュー
（調査 3）の 3つの調査から構成された。SWING
の結果分析の前後においてインタビューを配置
することによって，SWINGの機能・性能に対す
る印象の変化を捉えるとともに，活用の方策を
より鮮明なかたちで抽出する狙いであった。

SWINGによるニーズ調査の対象者は iCARE
社従業員全員であり，有効回答した 86名が最終
的な分析対象となった。プレおよびポストのイ
ンタビューは iCARE社の最高経営責任者である
第 2 著者，ならびに人事担当管理職である X・
Y，ならびに社長室付のポジションから幅広く社
内の状況把握を行う Zを対象として実施された。
以下，第 2著者，X，Y，Zを総称する際には「経
営者・人事担当管理職」と記載する。

2　本研究のアプローチ／理論的背景

本研究では，プラグマティック・アプローチの
理論的観点から，質的研究を基盤とした，職場改
善案の現場実装のための知見を得ることを目指
す。本研究における「プラグマティック」とは，
Resnik（2000）に準じ，実際的な問題の解決のた
め，期待できる結果（帰結）の望ましさから採用
すべき方針を選択する立場を指す。職場改善を
実現するためにはニーズ調査だけでは不足であ
り，経営者・管理職の立場にある者との協働が
不可欠である。さもなければ，せっかく実施し
た調査が，労働者の不満を聴取したという「ア
リバイ作り」あるいは「ガス抜き」なってしまう
かもしれない。快適な職場の実現は，労働者と
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表 3　本研究の流れ 

 
項⽬ 内容 

⽇程・場所・対象者 

（または参加者） 

調
査
１ 

1. プレ・インタビュー 
経営者・⼈事担当管理職から⾒た，SWING に対して有する期待や，企
業としての課題 

⽇程：2022 年 8 ⽉ 8 ⽇ 
場所：オンライン（ZOOM） 
対象者：iCARE 社経営者・⼈事担当管理職 

調
査
２ 

2. SWING によるニーズ調査 
iCARE 社の従業員を対象とした SWING による職場改善ニーズ調査
（測定に関する部分のみ） 

⽇程： 2022 年 7 ⽉ 21 ⽇〜8 ⽉４⽇ 
場所：オンライン（Google フォームを⽤い， 
   SWING の様式に相当する内容を聴取） 
対象者：iCARE 社従業員 

3. SWING の結果分析 iCARE 社で実施した SWING の結果を，同社担当者とともに分析 
⽇程：2022 年 8 ⽉ 31 ⽇ 
場所：iCARE 社内会議室（東京都） 
参加者：研究者および iCARE 社⼈事担当管理職 

調
査
３ 

4. ポスト・インタビュー 
経営者・⼈事担当管理職から⾒た，SWING によるニーズ調査結果を踏
まえての，現場実装をする際の課題や改善案に関する情報整理 

⽇程：2022 年 9 ⽉ 14 ⽇ 
場所：オンライン（ZOOM） 
対象者：iCARE 社経営者・⼈事担当管理職 

注：プレ・インタビューは本来であれば SWING によるニーズ調査に先んじて実施される予定であったが，SWING によるニーズ調査の期間をある程度幅広く設定したこと，ならびに関
係者の⽇程調整の都合から，調査に後続しての実施となった。そのため⽇程の表記は前後している。 

 

 事業所双方にとって共通の目標である。ニーズ
調査を現場実装にまで繋げていく上でプラグマ
ティック・アプローチが適切な方法であると考
えられた。
測定について，SWINGはパーソナル・コンス
トラクト理論（Kelly 1955; 福田・サトウ 2009）
に基づいている。同理論は，ある出来事に遭遇
した際に，人間はその類似点と相違点を分析し，
自ら意味を構築していく主体的存在であるとい
う立場をとる。翻って，従来の職場改善ニーズ
に関する調査法は，広く労働者に適用できる知
見の獲得を目指してきた。この方向性は，測定
においてどのような項目を盛り込むかを研究者
が決定することを正当化し，労働者（回答者）に
受動的な役割を与えていた。しかし個々の労働
者は，パーソナル・コンストラクト理論が示す
ように，「自ら意味を構築していく主体的存在」
であるはずである。SWINGにおいては，回答者
が自らの価値観にしたがって自由に挙げたニー
ズ項目を用いるが，言及されたニーズは個々の
労働者の価値観を反映するとともに，それぞれ
に固有の意味を持つ項目であるとの前提に立つ。
この前提を支えているのは，パーソナル・コンス
トラクト理論に他ならない。同理論の立場をと
ることで，労働者の視点から職場改善ニーズを
帰納的に抽出するという技法の適切さが担保さ
れよう。

以上の議論から，本研究ではプラグマティッ
ク・アプローチを採り，パーソナル・コンストラ
クト理論に基づいた SWINGを使用することに
よって，研究目的が適切に達成されると判断さ
れた。

3　データ収集

SWINGによる調査は Googleフォーム上に紙
面とほぼ等価な調査票を作成し，オンラインにて
実施した（日本語版紙面の例はクリエイティブ・
コモンズ・ライセンス（CC BY）のもとで公開
されており，本研究において添付資料として転
載した）。ただし紙面版と異なり，重要性バラン
スについては具体的な数字の記載ではなく，10
点刻みの選択肢の中から適したものを選択する
仕様とした。これは重要性バランスの測定様式
の複雑さ（合計して 100%とする）から生じ得る
誤回答を減らす上で有効な方法であったため採
用された。SWINGの手順に則り，「どのような
職場が働きやすい／快適ですか？ 5つ挙げてく
ださい」とする質問によってニーズ項目を抽出
し，項目それぞれに対し充足度レベルと重要性
バランスを回答者自身が評価する形式であった。
同フォームの URLを記載した社内ネットワーク
でのメッセージを通じ，従業員は SWINGによ
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るニーズ調査に回答するよう依頼された。調査
は匿名で実施された。調査結果となるデータは
Googleフォームの機能の一環として自動的に電
子保存されており，スプレッドシート形式にて
ダウンロードし，その後の分析に活用された。
プレおよびポストのインタビューは，半構造
化面接法により，オンライン（会議ソフトウェア
ZOOM使用）で実施した。第 1著者が司会進行
役を担った。どちらのインタビューにおいても
インタビュー・ガイドを作成し，確実性のある
データ収集が可能となるよう努めた。具体的に
は，プレ・インタビューにおいては，「SWING
は事業現場（の管理職）に何をもたらすと見込
まれるか？」を主たるテーマとした。インタ
ビューにおいては，「既存の尺度やチェックリス
トと比しての SWINGの特徴」，「現状の業務の，
あるいは職場の課題と理想の状態」，ならびに
「SWINGの結果はそれらの課題の解決に寄与し
そうか」等の設問をもとに聴取した。ポスト・イ
ンタビューにおいては，「調査結果を踏まえての，
SWINGの効果，機能，活用方法はどのようなも
のか？」を主たるテーマとした。インタビュー
においては，「結果をもとに職場改善をする際の
現場実装に向けた，アクション段階での課題」，
「意外性のある回答の有無や内容」，「ニーズ調査
を行うことの（経営者・人事担当管理職から見
た）意義」等を聴取した。また，対話を活性化す
る観点から，SWINGによる職場改善ニーズ調査
の結果をバブルプロットとして図化したものを
提示しながら，インタビューを実施した。プレ・
インタビューは 51分，ポスト・インタビューは
60分であり，参加者の許諾を得た上で，音声は
ZOOMの機能により電子記録された。音声の電
子記録は専門の文字起こし業者により逐語録化
され，後続の分析に用いられた。

4　分析

分析に先立ち，結果の充足度レベルと重要性
バランスの記載について精査した。1件のみ重要
性バランスの合計値が 100%を下回っていたケー
スが存在したため，重要性バランス合計値と 100
との差分をとり，その差分を均一に 5つのニー
ズ項目の個々の重要性バランスに加算すること
で合計値が 100%となるように修正した。

SWINGで測定したニーズ項目の質的分析は，
対面により，研究者と iCARE社の人事担当管理
職らとの合同で実施された。参加者らはビジネ
スパーソンとしてのキャリアを歩んでおり，質
的研究の経験者ではなかったことから，分析に
先立ち，第 1著者（心理学および医学における質
的研究・混合研究法について，15年以上の経験
を有する）が，ニーズ項目を帰納的に分析する
ためのオープン・コーディングの手続きについ
て，資料をもとに概説した。作業は模造紙，付箋
紙，クリップ等の一般的文房具をもとに，徐々に
ニーズ項目を抽象化することで進められた。対
象者 86名につき 5件のニーズ項目が生成されて
いたことから，計 430件の記述的情報が分析の
対象となった。記述内容は，「感謝やあいさつを
欠かさない暖かい雰囲気」といった比較的具体
的なものから，「待遇」などのように抽象度の高
い単語によるものまで幅広い情報量で構成され
ていた。このような抽象度の水準の異なるデー
タに対しては，徐々に，段階的に抽象度を高める
コーディング手順を採用することで，一定のま
とまりとして類型化しやすくなる（日高 2019）。
本研究においてもこのような手順を導入するこ
とで，分析品質の向上に努めた。最終的に，職
場改善ニーズを示す 21個のカテゴリが生成され
た。なお，意図不明で分類しきれなかった回答
（16件）は最終的な結果表示から除外した。

SWINGによって抽出されたニーズ項目は表計
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算ソフト（Microsoft Excel, version 2019 MSO）
を用い，バブルプロットによって提示された。
各ニーズ項目における充足度レベルの平均値，
および重要性バランスの平均値を算出し，その
値をもとに散布図として配置した。また，全て
のニーズ項目を総合した（つまり回答者全体の）
充足度レベルの平均値，および重要性バランス
の平均値を算出し，基準として用いることで，
各ニーズ項目が全体評価と照らしてどのような
付置をとり得るか（平均値とどの程度乖離して
いるか）を見定めた。バブルプロットのバブル
の大きさは言及数を用いて設定された。また，
SWING の結果から新興ヘルステック企業に特
有の職場改善ニーズを見いだすため，SWINGを
用いた他業種の先行研究におけるニーズ項目と
の異同を検証した。
インタビューの分析は，逐語録を素材とし，
オープン・コーディングによってまとめられた。
プレ・インタビューについては，合計 75件の語
りの断片を抽象化し，最終的に 3つのカテゴリ
へとまとめた。それぞれの名称は，「SWINGへ
の期待」，「SWINGの仕様と懸念」，「役員等が認
識する人事上の課題」であった。ポスト・インタ
ビューについては，合計 51件の語りの断片を抽
象化し，最終的に 3つのカテゴリへとまとめた。
それぞれの名称は，「既知の職場問題の丁寧な整
理」，「労働者の個別性の発見」，「俯瞰した対策の
管理的正当化」であった。プレ，ポストのインタ
ビューはどちらも，第一著者が分析を担当し，草
稿となる結果を取りまとめた後，第 2，3著者が
経営および産業保健の観点から内容やワーディ
ングの適切さを検討し，最終的な分析結果として
整理した。なお結果提示の際には，最も抽象度
の高いレベルのまとまりを「カテゴリ」，その一
つ手前の段階の抽象度のまとまりを「サブカテ
ゴリ」とし，包含される語りとともに例示した。

5　倫理的配慮および利益相反

倫理的配慮について第 1著者の所属機関の研
究倫理委員会に諮り，審査の必要性を確認した
ところ，労働者を対象とした SWINGによる職
場改善ニーズ調査ならびに経営者・人事担当管
理職を対象としたインタビューの双方について，
審査不要（個人特定に繋がる情報は含まず，職場
の情報を収集する調査であるため）との返答を
得た。そのため本研究においては倫理委員会に
よる承認を得てはいないものの，SWINGの回答
者に対しては，回答を以て同意と見なす旨を調
査の冒頭に記載し，了解を得た上で回答を求め
た。また，プレおよびポストのインタビューに
ついてはインタビュイーによる同意を得た上で
研究を実施した。
利益相反について，本研究は iCARE社を委託

元とする受託研究として実施された。そのため，
第一著者の所属機関の利益相反委員会に諮り，
承認を得た（受付番号：JK141）。また，第 2著
者は，iCARE社の最高経営責任者として同社よ
り報酬を得ている。

III　結果と考察

1　調査 1：プレ・インタビュー

結果をコードツリー形式で提示した（表 4）。
これらの結果は，「SWINGは事業現場（の管理
職）に何をもたらすと見込まれるか」という主
たるテーマに沿って聴取し，言及された内容を，
「SWINGへの期待」，「SWINGの仕様と懸念」，
「役員等が認識する人事上の課題」としてまとめ
たものである。
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表 4　プレ・インタビューの結果

カテゴリ サブカテゴリ 

SWING への期待 

個々の労働者の意⾒抽出による職場改善ニーズ把握 

管理リソースの的確な割り振りのための情報⼊⼿ 

回答者＝労働者⾃⾝の視点・主体性の涵養 

SWING の仕様と懸念 

調査結果と新規性アピールによる関⼼の向上の余地 

重要度判定の複雑さ 

オープンクエスチョンがもたらす可能性と難易度 

役員等が認識する⼈事上の課題 

⼈事・管理的な⾒込み・予断の存在 

組織としての理想状態の曖昧さと設定の必要性 

理想状態に向けたステップの阻害要因の把握 

既存社内フレームワークとの連携とアクション 
注：プレ・インタビューは本来であれば SWINGによるニーズ調査に先んじて実施される予定であったが，
SWINGによるニーズ調査の期間をある程度幅広く設定したこと，ならびに関係者の⽇程調整の都合から，
調査に後続しての実施となった。そのため⽇程の表記は前後している。 
 

SWING への期待としては，サブカテゴリ
「個々の労働者の意見抽出による職場改善ニーズ
把握」に示されているように，労働者視点のニー
ズ抽出という本研究の主旨に適合する認識を，
経営者・人事担当管理職も抱いていたことが示
されていた。また，ニーズ把握することは「管
理リソースの的確な割り振りのための情報入手」
としての意味を有しており，実務上の貢献が期
待された。一方で，「回答者＝労働者自身の主体
性の涵養」に示されるように，回答者が回答に
参加することによって回答者の職場改善に対す
る主体性が涵養され，回答者自身の成長に繋が
る可能性も指摘された。これらの結果は，本研
究の実施フィールドにおいて，労働者自身が職
場環境改善に主体的な役割を担う視点を獲得し，
経営者・人事担当管理職と共同で，より働きや
すい職場環境を実現する「参加型職場環境改善」
への発展が期待されていることを示唆している。
参加型職場環境改善とは，事業者・労働者が主
体的に産業安全保健活動に参加し，リスク低減
や職場環境改善の取り組みに参画することとさ

れている（湯淺他 2019）。このような参加型のア
プローチは，労働事故・災害の低減，ハラスメン
ト予防，疲労・ストレスの軽減，労働者間の相互
支援の気風の向上，さらにはワークエンゲージ
メント（仕事に対するやりがいや活力などのポ
ジティブな感情）を高めるとされている（厚生
労働省 2017a；吉川 2024；嶋田他 2024；川村他
2021）。このような発展性を見込んだ視点を経営
者・人事担当管理職が有していたことが，職場改
善ニーズ調査を実施する動機に寄与していた可
能性がある。

SWINGの仕様と懸念については，サブカテゴ
リ「オープンクエスチョンがもたらす可能性と
難易度」において，ニーズ項目を聴取するため
の手続きがオープンクエスチョンであるために，
経営者・人事担当管理職の想定を越えた内容が抽
出できることへの期待が示されるとともに，回
答の難易度が上がり回答率や回答品質を低下さ
せる可能性が言及された。一例として，ニーズ
項目が思い当たらない際に，回答者が安易に，一
般的な内容を報告する懸念があることから，可
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能な限り事前に調査の意図や意義を説明し，回
答品質を上昇させる必要性があることが意見と
して挙がった。また，「重要性バランス」を記載
するという手続きはユニークであるが故に，回
答者に戸惑いや，（5つのニーズ項目の重要性バ
ランスの合計が 100%になるように割り当てる必
要がある）計算ミスを誘発することがありうる。
回答者に対するマニュアル整備や，システム的な
補助（オンラインフォームやソフトウェアによ
る測定をする場合には，合計が 100%になってい
ない場合にエラーメッセージが表示される等の
工夫）が有効な対策となる旨が報告された。一
方で，サブカテゴリ「調査結果と新規性アピール
による関心の向上の余地」においては，SWING
のような新しい調査法は，回答者（労働者）に
とっても新鮮味があり，回答を促進するのでは
ないかとの期待も言及された。定期的な調査要
請や，単調な質問紙は，回答者にとって「調査疲
れ」（回答疲れ）を誘発し，調査協力や回答品質
の低下を招くという問題がある（八城 2016；髙
久・中村 2024）。ストレスチェック制度が開始さ
れ数年が経過する中で，定期的な調査要請が一
般化しており，このような疲れが労働者（回答
者）に蔓延している可能性がある。この点にお
いて，新規性ある調査方法の導入は調査協力へ
の意識と関心を高めるメリットが事業所・労働
者の双方に存在すると考えられる。
役員等が認識する人事上の課題については，
サブカテゴリ「人事・管理的な見込み・予断の存
在」において，経営者・人事担当管理職の視点
が，一人一人の労働者の視点と食い違っており，
それが予断となり，職場改善・労働環境構築の妨
げになっていることへの懸念が言及された。以
下に語りを例示する。

「（経営者・人事担当管理職は）組織側の，
どうしても一労働者というフラットな視
点で回答がもはや難しくなってしまって
るので，組織として求めたいもの，経営と
して求めたいものが出てきてしまう…（中

略）…もう感覚が鈍ってきてるところか
なって感じがします。」（最高経営責任者=
第 2著者）

上記の語りの中では，経営者・労働者間の認識
のズレへの懸念が率直に表明されていた。労働
者視点の職場改善ニーズ抽出は，このような懸念
の解消・低減に資するものと考えられる。一方
で，事業所の実務の面からは，サブカテゴリ「組
織としての理想状態の曖昧さと設定の必要性」，
「理想状態に向けたステップの阻害要因の把握」，
「既存社内フレームワークとの連携とアクショ
ン」に示されるように，実践的な改善のためのプ
ロセスと不可分なものとして，ニーズ調査を捉
える必要がある。同サブカテゴリ群においては，
まず組織としての理想状態を定めていく上で帰
納的なニーズ調査が必要であること，理想状態
に邁進するために必要な（阻害）要因を発見し取
り除くこと，そして社内の既存の職場改善の取
り組みを尊重し連動の方策を考えることで，効
果的な職場改善の実現に繋がるという趣旨が述
べられている。学術研究と企業との関わりにつ
いて，研究開発の領域においては，イノベーショ
ンを生み出していくために「研究のための研究」
を脱却した協働のあり方が問われている（加藤
他 2015；金子 2007）。プレ・インタビューの結
果は，前述したような研究開発の領域のみなら
ず，職場改善ニーズ調査の領域においても，研究
者の参画が寄与しうる余地があることを示唆し
ている。
総じてプレ・インタビューにおいては，SWING

が有する，帰納的な職場改善ニーズ抽出の機能
に対する期待が示された一方で，その限界や実
践応用についても言及があった。これらは経営
者・人事担当管理職が批判的かつ実践的な視点
から調査に参画していた証左であるとともに，
後続の，SWINGによる調査（調査 2）およびポ
スト・インタビュー（調査 3）の内容をより深く
理解するための基盤となる知見であった。
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2　調査 2：SWINGによる職場改善ニーズ調査

（1）調査結果の概要

SWING によって抽出されたニーズ項目の一
覧を表 5に示した。ニーズ項目は言及数の多い
順に，「柔軟な働き方」から「企業が成長してい
る」に至るまでの 21件であった。
ニーズ項目をバブルプロットし可視化したも
のを図 1に示した。図中右上から反時計回りに，
第一象限は充足度レベル・重要性バランスとも
に高い項目（重要かつ既に満たされている），第
二象限は充足度レベルが低い一方で重要性バラ
ンスが高い項目（重要であるが満たされていな
い），第三象限は充足度レベル・重要性バランス
ともに低い項目（重要ではなく満たされてもい
ない），第四象限は充足度レベルが高い一方で重
要性バランスが低い項目（重要ではないが満た
されている）を意味する。したがって，第二象限

が「職場改善ニーズ」として最も注目すべき項目
であることが示唆される。
第二象限に包含されたのは，「5. 組織のタテ・

ヨコの透明性」，「10. 意見をする心理的安全性」，
そして「21. 企業が成長している」の 3 項目で
あった。言い換えれば，残る 18項目は第一，第
三，第四象限に含まれており，それぞれ既に充
足しているか，あるいは重要性の低い項目で
あった。

（2）象限ごとの検討：第一象限
　　（重要かつ既に満たされている）

重要かつ既に満たされている内容を意味する
第一象限には，「3. 多様性と支え合いに基づく
組織風土」，「6. 良好な人間関係」，「8. コミュニ
ケーションが活発かつスムーズ」，「9. 上司・経
営層への信頼」，「12. 裁量が与えられている」，
「13. 自身の貢献ができる」，「14. 困った時の相
談のしやすさ」，「20. 最低限のモラルがある」が
含まれた。
この中でも「6. 良好な人間関係」，「8. コミュ

表 5　 SWINGによって抽出された職場改善ニーズ項目
項⽬名称 実際の回答例（セミコロンで区切り２件を例⽰） 

1. 柔軟な働き⽅（66） 
2. 物理的なオフィス環境（46） 
3. 多様性と⽀え合いに基づく組織⾵⼟（45） 
4. 納得できる評価・⼈事制度（41） 
5. 組織のタテ・ヨコの透明性（24） 
6. 良好な⼈間関係（23） 
7. 会社の⽅向性が明確（21） 
8. コミュニケーションが活発かつスムーズ（18） 
9. 上司・経営層への信頼（16） 
10. 意⾒をする⼼理的安全性（16） 
11. 適正な業務量（14） 
12. 裁量が与えられている（13） 
13. ⾃⾝の貢献ができる（12） 
14. 困った時の相談のしやすさ（12） 
15. ⾼め合える優秀な仲間（10） 
16. 企業と業務の効率性の追求（9） 
17. 福利厚⽣が充実している（6） 
18. 教育体制がある（6） 
19. 個⼈が成⻑できる（6） 
20. 最低限のモラルがある（5） 
21. 企業が成⻑している（5） 

⾃分で働く時間や場所を選択できる；リモートワークを導⼊していること 
集中できる環境（⾳，⼈との距離，フリーアドレス）；PCや Slackなどワークツールの充実 
互いの成功を喜び応援し合える；多様な価値観・個が尊重され活躍できる組織⾵⼟ 
成果に⾒合った報酬；⾃分の努⼒と成果を正当に評価してもらえる 
情報量が管理職層と従業員の間で同等である（乖離が少ない）；他部署の動きがわかる 
メンバーの仲が悪くないこと；プライベートを詮索されない 
組織と事業の存在意義を仲間と共有できていること；倫理が守られ，正しい事業を⾏うこと 
話しやすい同僚がいる；社員間のコミュニケーションがスムーズであること 
尊敬できる上司がいること；管理職が多すぎない 
建設的な議論ができる職場；弱みを共有できる⼼理的安全性 
⼀⼈あたりの業務量に余裕があるくらいの職場；残業時間が少ない 
⾃分で業務計画を⽴てて業務を進められること；業務の裁量度合いが⾃分に合っている 
⾃分が貢献できている実感を得られる；部署・⾃分の役割が明確になっている 
困った時に気軽に相談ができる相⼿がいる；わからないことをわからないと聞ける社⾵ 
役職問わず，⾃分よりも優秀な⼈が複数名いるかどうか；職場のメンバーの⼠気が⾼い 
業務の標準化・仕組み化；無駄な会議がない 
給与や福利厚⽣が⾃分で満⾜できること；社宅制度がある 
勉強できる機会；書籍購⼊補助などのスキルアップに対する施策が豊富 
⾃らのスキル・専⾨性を活かせ成⻑できる；仕事の中で⾃⼰の成⻑を感じられる 
⼈格否定をされない；ハラスメントが無い 
事業が成⻑していること；企業が成⻑していること 

注：括弧内は⾔及された数を⽰す。項⽬は⾔及数の多い順番に便宜上の数字を振り，提⽰した。分類されなかった項⽬は計 16件であった。 
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図 1　 SWINGの結果のバブルプロット

注：横軸の破線は重要性バランスの，縦軸の点線は充足度レベルの平均値をそれぞれ示す。図中右上から反時計回りに，第一・第二・第三・第四象限とする（第
二象限が職場改善ニーズとして最も注目すべき箇所である）。バブルの大きさは言及数を反映しており，吹き出し付の数字は表 5 に示したニーズ項目の No
と対応している。各象限に包含された項目は以下の通りである：第一象限は「3. 多様性と支え合いに基づく組織風土」，「6. 良好な人間関係」，「8. コミュニ
ケーションが活発かつスムーズ」，「9. 上司・経営層への信頼」，「12. 裁量が与えられている」，「13. 自身の貢献ができる」，「14. 困った時の相談のしやす
さ」，「20. 最低限のモラルがある」；第二象限は「5. 組織のタテ・ヨコの透明性」，「10. 意見をする心理的安全性」，「21. 企業が成長している」；第三象限
は「4. 納得できる評価・人事制度」，「7. 会社の方向性が明確」，「11. 適正な業務量」，「15. 高め合える優秀な仲間」，「16. 企業と業務の効率性の追求」，
「17. 福利厚生が充実している」，「18. 教育体制がある」；第四象限は「1. 柔軟な働き方」，「2. 物理的なオフィス環境」。なお項目 19 番「個人が成長でき
る」は重要性バランスが平均値と同値であった為，第一・第四象限の間に位置している。

ニケーションが活発かつスムーズ」，「9. 上司・
経営層への信頼」，「13. 自身の貢献ができる」，
「14. 困った時の相談のしやすさ」は他業種の先
行研究において，働きやすさの要因として言及
されているものと一致している（嶋田 2020；渡
邊 2013；清水他 2009；安田 2008）。働きやすさ
を構成する内容について，新興ヘルステック企
業においても，既存業種と同様の傾向が存在す
ることを示唆する結果であった。
一方「3. 多様性と支え合いに基づく組織風土」
においては，「多様性」に関わる言及があった。
これは近年の「ダイバーシティ＆インクルージョ
ン」（女性，若者や高齢者，性的マイノリティ，
外国人，障がい者等，あらゆる人材を組織に迎え
入れる体制づくり）（厚生労働省 2020）に象徴さ
れるような，労働者の背景や価値観の多様化を
踏まえ，個々人が望むキャリア形成が実現でき
る労働市場の環境整備（内閣府 2019）への要請

に対し，一人一人の労働者もまた高い関心を示
すようになっていることの反映であるかもしれ
ない。
総じて，第一象限の内容は先行研究における報

告とも一致していた。労働者一般に通底する働
きやすさの要素であるからこそ，職場改善ニー
ズとして言及されたと考えられる。第一象限が
「重要かつ既に満たされている」項目で構成され
ることに照らせば，本研究のフィールドとなっ
た事業所においては，典型的な職場改善ニーズ
については一定程度の解決を既に達成していた
と言えよう。

（3）象限ごとの検討：第二象限
　　（重要であるが満たされていない）

重要であるが満たされていない内容を意味す
る第二象限には，「5. 組織のタテ・ヨコの透明
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性」，「10. 意見をする心理的安全性」，そして
「21. 企業が成長している」のニーズ項目が含ま
れた。
ニーズ項目の「5. 組織のタテ・ヨコの透明性」
および「10. 意見をする心理的安全性」について
は，全体の平均値の近くに配置されており，充
足度がやや低い評価となった。これら 2点の項
目は密接に関連している可能性がある。心理的
安全性は，関連のある考えや感情について人々
が気兼ねなく発言できる雰囲気であるとされる
（Edmondson 2012=2014）。心理的安全性の高い
集団は，低い離職率と高い労働パフォーマンス
を発揮するとの知見もあり，また個人の心理的
安全性を高めていくことが組織・集団全体の心
理的安全性向上に大きな影響を与えるともされ
ている。（国分 2021）。心理的安全性を高める要
素の一つは，何を尋ねても大丈夫とする話しや
すさの醸成にあり，具体的には傾聴や，報告自体
を（内容とは切り分けて）褒めることが重要とさ
れている（石井 2020）。本研究フィールドにおい
ては，心理的安全性を高めることによって，管理
職の方針や他部署の動きを尋ねることが容易に
なれば，その結果として「5. 組織のタテ・ヨコ
の透明性」も改善される期待が持てよう。
「21. 企業が成長している」は全項目の中でも，
重要性バランスの高さが特徴的であった。すな
わち，この項目に言及した回答者にとって重要
であるという重みを表現している。当該カテゴ
リにおいては，自分自身の成長ではなく，自分が
属する「企業」に焦点が当たっていることに特徴
がある。ベンチャー企業は一般に先行きが不透
明であり，経営の過程において業務の内容や方
針に変化が生じやすい条件下にあるため，組織
の構成員である労働者に組織アイデンティティ
（組織とは何者であるのかついての構成員として
の集合的な理解）に危機をもたらす可能性があ
る（平澤 2013）。回答者が企業の「成長」に言及
したことは，この点に関連している可能性があ
る。すなわち，成長企業であることこそが個々

の労働者にとって，持続的な勤務を動機づける
要素の一つである可能性がある。企業の成長を
感じることができない状態は，労働者にとって
自分自身の成長の予感を低減し，結果，労働者
の（早期）離職に繋がるとの指摘もある（井上
2022）。この指摘に照らせば，勤務先企業が成長
するというニーズは本研究のフィールドだけで
なく，より広く新興ヘルステック企業に適用可
能であるかもしれない。順調な経営こそが，人
材を繋ぎとめ，働きやすい職場環境を実現する
という示唆のある結果であろう。
総じて，第二象限の内容は，本研究フィールド

における「働きやすさ」として，「透明性」や「心
理的安全性」に象徴されるようなコミュニケー
ションならびに雰囲気づくりが課題であること
を示していた。また，企業の成長に関する内容
から，企業経営そのものを好調に保つことが，労
働者にとっての働きやすいと感じられる職場の
実現に繋がる可能性を示唆している。
注意すべき点として，第二象限の内容は「重要

であるが満たされていない」という解釈の他に，
「満たされていないため重要である」とも解釈で
きる余地がある。すなわち，現状では充足され
ていないニーズであるからこそ（本来はそれほ
ど重要ではないにもかかわらず）魅力的に映り，
その結果として重要性が高く感じられていると
いう理路である。したがって，第二象限で出現し
た項目に対しては，改善施策に対する労働者の
感想を聴取する等の形で，労働者側の認識を注
意深く把握していくことで，実質的な重要性な
らびに適切な改善施策の方向性を検証すること
が必要と考えられる。なお，このような解釈の
両義性は後述する第四象限にも同様に見られる。

（4）象限ごとの検討：第三象限
　　（重要ではなく満たされてもいない）

重要ではなく満たされてもいない内容を意味
する第三象限には，「4. 納得できる評価・人事制
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度」，「7. 会社の方向性が明確」，「11. 適正な業
務量」，「15. 高め合える優秀な仲間」，「16. 企業
と業務の効率性の追求」，「17. 福利厚生が充実し
ている」，「18. 教育体制がある」のニーズ項目が
含まれた。
これらの項目は，対極にある第一象限と同様
に，先行研究において検討例がある。いずれも
一例であるが，「4. 納得できる評価・人事制度」
および「7. 会社の方向性が明確」の項目につい
ては労働者の納得感や公平・公正感の観点から
（高橋 2001；山岸・豊増 2009），「11. 適正な業
務量」についてはメンタルヘルスとの関連から
（嶋田他 2024），「15. 高め合える優秀な仲間」に
ついては「同僚性」の構成概念の検討から（後藤
2016），「16. 企業と業務の効率性の追求」につい
ては働き方改革の中心的な方策の観点から（竹
内 2023），「17. 福利厚生が充実している」につ
いては労働者側からみた就業条件やウェルビー
イングとの関連から（齋藤 2022），そして「18.
教育体制がある」については早期離職予防の観
点から（木曽・岩本 2022），知見の蓄積がなされ
ている。
総じて，第三象限の項目は，労働一般に通じる
内容が多く見られた。また，「重要ではなく満た
されてもいない」という性質の故に，企業側と
しては改善の優先順位は低くなるかもしれない。
新興企業が割り当てることのできるリソースは
一般に限られており，より重要性の高い職場改
善ニーズに着目し，その解消を図ることは合理
的な選択であろう。

（5）象限ごとの検討：第四象限
　　（重要ではないが満たされている）

重要ではないが満たされている内容を意味す
る第四象限には，ニーズ項目のうち「1. 柔軟な
働き方」および「2. 物理的なオフィス環境」の 2
件が含まれる。
これらの項目が，「重要ではないが満たされて

いる」という意味合いを持つ第四象限に含まれ
たことは特筆すべきである。解釈の方向性は 2
通り存在する。第一に，象限図の意味合い通り，
労働者にとって「重要ではないが満たされてい
る」項目として解釈するケースである。この場
合，労働者が重要視していない内容を企業側が
提供していることになる。第二に，「満たされて
いるため重要ではない」と労働者が感じている
ケースである。この場合には，労働者にとって
重要「であった」職場改善ニーズに対して，既に
企業側が解消を実現している（故に重要性バラ
ンスが低く，かつ充足度レベルは高く評価され
た）ことになる。
本研究においては，第二のケースとして解釈

をしたい。解釈の補助線となるのは，バブルプ
ロットのバブルの大きさである。ニーズ項目の
「1. 柔軟な働き方」および「2. 物理的なオフィ
ス環境」は，最も言及数の多かった項目である。
したがって，職場改善ニーズを問われた際に，
多くの回答者が想起した内容であったと言える。
また，本調査の実施された 2022年は新型コロナ
ウイルス流行による社会的混乱が続いていた時
期であり，この時期は，リモートワークや仕事場
所・時間に対する裁量の要求が，日本社会の労働
者の間で強く存在した（一守 2021）。これらの点
から，ニーズ項目の「1. 柔軟な働き方」および
「2. 物理的なオフィス環境」は既に解決が図ら
れている職場改善ニーズの要素であるがために，
第四象限に配置されたという解釈が妥当である
と考えられる。翻って，第四象限の解釈におい
ては，含まれる項目が本当に不要なものである
のか，それとも充足しているために重要性バラ
ンスが低く評価されたのかを慎重に解釈する必
要がある。後者の場合，本研究の結果を例とす
れば，「1. 柔軟な働き方」および「2. 物理的なオ
フィス環境」の整備を軽視することは，労働者
にとって職場への不満を増す結果となる危険が
ある。
総じて，第四象限においては「重要ではないが
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満たされている」とも，「満たされているため重
要ではない」とも解釈できる両義的な内容が含
まれうることが示された。SWINGの仕様上，第
四象限に両義的な内容が含まれることは避けが
たい。追加的な調査を実施する等の方法で，状
況のより正確な理解を試みることも選択肢の一
つとなろう。

（6）SWINGを使用した先行研究との異同，
　　ならびに小括

本研究のフィールドは新興ヘルステック企業
という一形態であった一方，SWINGを通じて抽
出された職場改善ニーズ項目は，労働者一般に
通じる内容が多く含まれていた。本研究の結果
から，新興ヘルステック企業労働者の特徴を捉
える視点を引き出すためには，他業種にて実施
された SWING調査との異同を検証することが
有効であると考えられる。

SWING の初出論文においては介護労働者を
対象とした調査が実施されており，その際には
21項目が抽出されていた（Hidaka et al. 2022）。
この先行研究と本研究の異同を対比的に整理し
たものを図 2に示した。ニーズ項目が帰納的な
コーディングによってまとめられる都合上，言
葉の表現は必ずしも一致しないが，ほぼ同様の
意味と考えられる項目と，特徴的な項目とに分
けることができる。先行研究においては，「10.
利用者との相互作用」，「11. 業務における法令遵
守」，および「12. スタッフの人数」の 3件が，本
研究においては「3. 多様性と支え合いに基づく
組織風土」，「10. 意見をする心理的安全性」，お
よび「16. 企業と業務の効率性の追求」の 3 件
が，それぞれ特徴的な項目であると推定された。
先行研究において挙がったニーズ項目は，調
査対象者が介護労働者であったこと，ならびに
勤務先が介護事業所であった事実を反映してい
ると考えられる。ニーズ項目の「10. 利用者との
相互作用」は対人サービスである介護労働にお

いて，利用者とのやり取りや触れ合いを労働者
が重視していることを示している可能性がある。
また「11. 業務における法令遵守」および「12.
スタッフの人数」については，介護事業所に対す
る法的な要請や，人手不足から来る業務量の偏
りを解消したいというニーズを表しているのか
もしれない。
本研究の緒言で述べた，新興ヘルステック企業
においては「業務効率化など公私を分けるため
の環境整備を中心に，主体的に労働に関わるこ
とを重視する内容が職場改善ニーズとして浮か
び上がる」という視座をもとに，より深く考察し
たい。本研究では，先行研究で言及された「10.
利用者との相互作用」，「11. 業務における法令遵
守」，「12. スタッフの人数」の項目は言及されな
かった一方で，多様性・心理的安全性・効率性の
語を含む項目が特徴的に抽出された。新興ヘル
ステック企業においては，近年の労働情勢にお
いて重視されるダイバーシティを重視し（多様
性），職場における伝統的な上限関係や曖昧な発
言権に対する忌避感を持ち（心理的安全性），無
駄をなくした効率的な労働を実現していること
を（効率性），「働きやすさ」の構成要素として位
置づける労働者が多いのかもしれない。これら
の中でも「効率性」に関連する内容は，緒言で設
定した視座とも共通する内容であると言えよう。
新興ヘルステック企業は業務の進め方が確立さ
れておらず，かつ流動的であるが故に，このよう
な「効率性」に関する改善の余地があり，それが
ニーズとして抽出された可能性がある。翻って，
先行研究のフィールドであった介護事業所にお
いては，職員の配置人数，提供するケア業務の内
容や時間等について法令あるいはガイドライン
によって定められている箇所があり，それ故に
改善の余地が少なく，「効率性」がニーズとして
は挙がって来なかったと考えられる。
本研究は単一のフィールドにおいて実施され
ており，調査結果の転用可能性に対しては慎重
な議論が必要である。しかし少なくとも，調査
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図 2　先行研究における SWING調査で抽出された項目例および対応関係

注：近似していると考えられた項目を線付けし，対応関係を示した。対応関係が見られなかった項目は，それぞれの研究において特徴的であったニーズ項
目である（下線）。
先行研究におけるニーズ項目の和訳は第一著者による。表記の順番は出典（Hidaka et al. 2022）と一致させ番号を振った。コーディングの過程にお
いてどのような内容を含めるかは帰納的に決定されるため，先行研究と本研究におけるニーズ項目間の対応関係は 1 対 1 には必ずしもならず，複数の内
容に跨るケースがあった。
*ここでの「労働環境」とは空調整備など物理的な環境を指す。

フィールド・対象者の固有の特徴的な職場改善
ニーズについては，他業種と区別可能なかたちで
抽出し得た。また同時に，SWINGの技法そのも
のは，先行研究において検証された介護事業所
のみならず，本研究の対象であった新興ヘルス
テック企業に対しても問題なく適用可能である
ことを明瞭に示すことができた。職場改善ニー
ズ調査は，結果を現場に返してこそ意味がある
という観点から見れば，個々の事業所や個々人
の特徴を捉えることのできる SWINGには，質
的研究の社会実装・現場実装としての有用性が
あると考えられる。

3　調査 3：ポスト・インタビュー

ポスト・インタビューの結果を表 6 に示し
た。これらの結果は，「調査結果を踏まえての，
SWINGの効果，機能，活用方法はどのようなも
のか」をテーマとして聴取した内容を反映して
おり，全体として「既知の職場問題の丁寧な整
理」，「俯瞰した対策の管理的正当化」，「労働者
の個別性の発見」の 3点にまとめられた。
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（1）「既知の職場問題の丁寧な整理」カテゴリ

「既知の職場問題の丁寧な整理」は，4つのサ
ブカテゴリを有している。それぞれ以下のよう
に概観できる：「カテゴリ同士の連動性に注目し
た職場改善のヒント」は，カテゴリ間の順序性や
因果性に注目することで効果的な職場改善に繋
がるのではないかとの趣旨；「個人と会社の間に
ある「部局」単位での職場改善ニーズ抽出の有
効性」は，SWINGの結果を現場実装をする上で
個人／全社の間の単位である部局での検討が有
効であるとの趣旨；「意外性ではなく納得感に基
づいた現場実装」は，SWINGの結果は意外性よ
りも納得感を得られるものであるとの趣旨；「分
析方法のオプションと分析視角を提示する研究
者の役割」は，調査・分析結果のどこに注目す
べきかという選択肢と視点を提供するかたちで
研究者に対するコミットメントを要請する内容
であった。また，同サブカテゴリには生成 AIの

使用など分析方法の簡略化に関する関心も含ま
れた。
当該カテゴリの結果は，新興ヘルステック企

業の経営者・人事担当管理職における SWING
に対する有用性の認識を表している。すなわち，
SWING の有用性は結果の新規性というよりも
むしろ，既知の職場問題を丁寧に洗い出し，かつ
体系的に抽出できることから生まれる納得感と
して見出されている。経営者・人事担当管理職
の目標は，調査から得られた示唆に基づき職場
改善の実践を行うことであり，その意識はカテ
ゴリ同士の連動性への注目や，部局単位での取
り組みへの言及からも明らかであろう。研究者
に対する分析選択肢と視角の要請は，こうした
取り組みをより効果的に実施していくためにこ
そ求められていると言えるかもしれない。以下
の語りは，SWINGの結果がある程度は想定内で
あった一方で，職場改善のためのヒントを見い
だすことができたという人事担当管理職の認識
を示す。

表 6　ポスト・インタビューの結果
カテゴリ サブカテゴリ 説明 

既知の職場問題
の丁寧な整理 

カテゴリ同⼠の連動性に注⽬した 
職場改善のヒント 

SWING の結果から，ニーズ間の順序性や因果性に仮説的に注⽬することで，既知の職場問題であっ
たものをさらに丁寧に理解することに繋がる。 

個⼈と会社の間にある「部局」単位での
職場改善ニーズ抽出の有効性 

職場改善ニーズの充⾜にあたり，全社に限らず部局・部署の単位で取り組むことが，労働形態や内容
に即しているという点で重要であり，その課題発⾒のために SWINGが有効である。 

意外性ではなく納得感に基づいた 
現場実装 

SWING は測定⽅法に回答者なりの重みを活⽤できるというユニークさがある⼀⽅で，結果として⽣
成された内容は管理職の視点から⾒ると想定内のものも多いことから，「意外性よりも納得感」の観
点から現場実装に活⽤できるかもしれない。 

分析⽅法のオプションと分析視⾓を 
提⽰する研究者の役割 

研究者に対しては，分析⽅法そのものよりも，分析⽅法のオプション（例：帰納的コーディングを⽣
成 AIで簡略化する）や，分析視⾓（5つの項⽬のうち筆頭の項⽬に注⽬するなどの分析上の切り⼝）
の提案を求めたい。 

俯瞰した対策の
管理的正当化 

事業成⻑しゆく営利企業として 
避けられない社員負担 

新興ヘルステック企業という性質上，事業成⻑を求めていく中で避けがたく発⽣する社員負担（例：
業務量の多さ）が存在することは前提として，その上で，配置・待遇などの対策による改善を図るこ
とが現実的である。 

マネジメントの「現実」に即した 
改善案の⾒通し 

重要度バランスが低く評価された項⽬であったとしても，労務管理上の優先順位が⾼い項⽬は存在し
うることから，内容を精査し優先順位を明確にした上で，企業・労働者がともに⽣産的であるための
マネジメントの⽅策を考える必要がある。⾼い実績を出すハイ・パフォーマンス社員への待遇のあり
⽅も検討する必要がある。 

⼀労働者では⾒通せない⻑期的・ 
縦断的な展望に基づいた対策 

⼀労働者の⽴場からすれば数年先の企業の状況を⾒据えることは難しいのが当然であり，そうした将
来的な⽅向性の提⽰や施策の実施は，職場改善における経営陣の役割であるとともに，責任でもある。 

結果に⼀喜⼀憂しない⼼構え 
調査結果の中には，ナンセンスあるいは企業レベルでは改善が⾮常に困難な内容が含まれていること
もある（例：会社の位置の変更を希望する，ベンチャー企業であるにもかかわらず安定性を求める等）
ため，内容を冷静に受け⽌め，考慮すべき項⽬を精査することが重要である。 

労働者の個別性
の発⾒ 

⽣の語りに⽴ち返る重要性 
分析⼿続きにおいては抽象化することで全体像が⾒える⼀⽅で，失われる情報も存在することから，
具体的な記述の中⾝を確認することで，⼀⼈⼀⼈の労働者の考えを知ろうとする姿勢と⽴場が，経営
陣にも求められる。 

個別性を尊重する働き⽅への⽰唆 
「働きやすい職場」を従業員がどのように解釈しているかを⾒ることによって，これだけの個性とバ
リエーションがあることへの気づきが得られ，（限度はあるにせよ）⼀つ⼀つの声から職場改善を図
っていく上での⽰唆がある。 
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「僕的には意外だなと思ったのが，やっぱ
りオフィス環境とかの物理的な作業環境み
たいなところの回答が結構多かったってい
うところが。（中略）回答全体的には会社
として強みにしてるというか，カルチャー
的な人とのコミュニケーションとか，人と
の関係みたいなところの数値が大きくなっ
てるとか，相対的に見ると充足度が上がっ
てるっていうところは，結構サーベイとし
て，サーベイがその会社の状況っていうと
ころをしっかりと映し出してるというか，
しっかりアウトプットできてるのかなって
いうところで，かなり納得感のある結果で
はありました。」（Z：「意外性ではなく納得
感に基づいた現場実装」サブカテゴリ）

特に本研究においては，SWINGで抽出された
項目の多くは労務管理に関するものであった（例
として「1. 柔軟な働き方」は雇用条件や社内規
定に依存するものであるし，「2. 物理的なオフィ
ス環境」の整備は管理部門の役割であろう）。こ
のような労務管理に関する職場改善上の課題は，
管理職主導での解決を図るべきであるとされて
いる（小林 2021）。本研究のフィールドにおい
ては，対応をすべき立場の者が適切な認識を有
していたと言える結果であるが，他フィールド
において SWINGによる調査を実施する際には，
注意が必要であるかもしれない。SWING の調
査結果の中で労務管理にかかわる項目を抜粋あ
るいは強調し，企業側に伝えるなどの工夫があ
れば，職場改善案の現場実装が促進されるもの
と期待される。

（2）「俯瞰した対策の管理的正当化」カテゴリ

「俯瞰した対策の管理的正当化」は 4 つのサ
ブカテゴリを有している。それぞれ以下のよう
に概観できる：「事業成長しゆく営利企業として
避けられない社員負担」は新興ヘルステック企
業という性質上，長時間労働等の望ましくない

事態が避けがたく発生することを踏まえた上で
の対策を講じる必要があるとの趣旨；「マネジメ
ントの「現実」に即した改善案の見通し」は，
SWINGの結果を鵜呑みにするのではなく，マネ
ジメントの観点から必要なことを行っていくべ
きとの趣旨；「一労働者では見通せない長期的・
縦断的な展望に基づいた対策」は，数年先を見越
した長期的な方向性は経営陣が提示する責任が
あるとの趣旨；「結果に一喜一憂しない心構え」
は，SWINGの結果には改善困難あるいは不可能
な内容が含まれていることもあるため，内容を精
査し，対処を決めていくべきとの趣旨であった。
当カテゴリの結果は，労働者の職場改善ニーズ

を帰納的に収集する一方で，企業の存続と発展と
いう観点から，ニーズの全てを叶えることは不
可能（あるいは不適切）であり，経営者・人事担
当管理職主導による改善実践が必要となること
を示している。つまり，場合によっては現場の
労働者の要求ではなく，マネジメントの必要性
から，俯瞰した対応が正当化される点を強調す
るカテゴリである。ここには労働者と管理職の
間で葛藤が生じる余地がある。例として，鈴木・
金間（2021）はイノベーティブな組織を構成す
るためには，「個々の違いが尊重され，公正に扱
われている」という知覚が必要である一方，その
ような知覚とインセンティブとの両立が容易な
らざる課題であると述べている。高いパフォー
マンスを発揮した労働者にインセンティブが生
じることは組織活性化において重要とも言える
が，特定の労働者にインセンティブが提示され
ることは，公正感を低減する可能性がある。そ
のため労働者と管理職の間に葛藤が生じる，と
いうわけである。この対策については，企業ご
との方針に依る外にないが，本研究のフィール
ドにおいては，高いパフォーマンスを発揮した
労働者に対する報いを検討することが，人事担
当管理職の役目であるとの認識が語られていた。

「どうしても組織運営上，ハイパフォー
マーというか，そういった人たちがどうい
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うふうに思ってるのか，どういうふうに考
えてるのかみたいなところって，多少，グ
ラデーションをつける必要がどうしてもあ
ります。そういった人たちの職場や待遇に
対する要望については，SWINGで抽出さ
れた 5 つの項目以外でも，ちゃんと捉え
ていきたい。これができるかどうかはさて
おきですけれども，人事的に組織的に活性
化させていくためには，その要望も多少聞
きたいっていうふうに思ってます。」（Y：
「マネジメントの「現実」に即した改善案
の見通し」サブカテゴリ。文意を明確にす
るため一部言葉を補った）

SWING の結果は実施する組織によって様々
に変わり得るが，結果に基づいた職場改善案の
考案と実装において，経営者・人事担当管理職
だからこそ提示できる視点と，負える責任があ
ることは，企業間に通底するものと思われる。
一般に企業の管理職においては，この 30年間ほ
どの間で，以下 3点の役割変化があったとされ
る（坂爪 2020）。第一に人事施策の運用の責任増
大，第二に部下とのコミュニケーションが配慮
を伴う双方向の対話へと変化したこと，第三に
業務上の負荷や葛藤の高まりである。職場改善
ニーズの調査，改善案の考案，そして現場実装へ
の対応は，管理職にとって上記に並ぶ新たな業
務上の負担となりうるかもしれない。管理職に
とっての「働きやすさ」を把握し，健康的かつ継
続的な就労を可能とするような支援を考察する
こともまた，今後の課題となろうが，その際にも
SWING は有効に使用しうる。産業保健の分野
では産業医や産業保健師といった医療専門職を
健康支援スタッフとして企業内に配置すること
があるが（厚生労働省 2023），これらの医療専門
職が面談等を行う際に SWINGを用いた面接と
個人へのフィードバックを図ることは，その一
助となるかもしれない。

（3）「労働者の個別性の発見」カテゴリ

「労働者の個別性の発見」は 2つのサブカテゴ
リを有している。それぞれ以下のように概観で
きる：「生の語りに立ち返る重要性」は抽象化し
た内容だけでなく具体的な記述に立ち返り，内
容を検証することが組織の施策を考察する上で
重要との趣旨；「個別性を尊重する働き方への示
唆」は，労働者一人一人の視点を知ることで個別
性を踏まえた職場改善案に繋がるのではないか
との趣旨であった。
当カテゴリの結果は，個別性を尊重する働き方

が求められている時勢の中，生の記述に立ち返
ることが労働者の意図や志向を理解することに
繋がり，さらには個々の労働者の高いパフォー
マンスと企業としての成長にも繋がるという経
営者・人事担当管理職の認識を示している。こ
のような，個々の労働者の見解は経営者・人事担
当管理職にとって「発見」的な面白さをもって迎
えられた。

「すごい面白かったなと思っているところ
で言うと，例えば，16番目，会議と業務の
効率性を追求するとか，組織の縦横の透明
性がある 5番目とか，こういったものって
のは実はこういう具体的な話としてはこれ
まで上がったことあんまないんですよね。
なのでそういった意味での何かわからな
かったと言ったらあれかもしれないけど，
包含されすぎていてあまり見えなかった詳
細の部分がこういったところで見えるっ
ていうのが非常に面白いなというところ
は思いますね。」（最高経営責任者=第 2著
者：「生の語りに立ち返る重要性」サブカ
テゴリ）

上記の語りにおける，「何かわからなかったと
言ったらあれかもしれないけど」との表現は，
薄々存在を感得してはいたけれども言語化に
は至っていないようなニーズが存在しており，
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SWING はその可視化に貢献できたことを示唆
している。SWING はバブルプロットを用いた
全体像の描出が可能であるばかりでなく，個別
の記述に立ち返ることも想定に含めている。質
的研究においては具体的存在としての人間を研
究対象とするが，具体性は「知恵」と「驚き」と
いう 2つのかたちで，人や社会にインパクトを
与えうるとされる（日高 2018）。労働者による個
別の記述は，集合化・平均化では失われるリアリ
ティを帯びており，その内容は経営者・人事担当
管理職にとって時に驚きをもって迎えられると
ともに，職場改善施策のヒントとなる知恵をも
たらすのかもしれない。

IV　総合考察

本研究の目的は，第一に，新興ヘルステック
企業における職場改善ニーズ抽出ならびに調査
結果を現場へと実装する際の課題検討，第二に，
質的研究による社会貢献のあり様についての理
論的考察を行うことであった。これらの目的の
達成のため，本研究では 3つの調査（プレ・イン
タビュー，SWINGによる調査，ポスト・インタ
ビュー）により，企業労働者・経営者双方の認識
を明らかにした。

1　第一の目的：SWINGの結果と見えてきた
　　課題

第一の目的について，本研究において対象と
した新興ヘルステック企業の労働者においては，
先行研究との異同の検証を経て，「3. 多様性と支
え合いに基づく組織風土」，「10. 意見をする心
理的安全性」，および「16. 企業と業務の効率性
の追求」の 3件が特徴的なニーズ項目として見
出された。個別の職場の特徴を抽出することを
狙いとした SWINGの結果について，どこまで

転用できるかについては慎重な議論が必要であ
る。しかし少なくとも，新興ヘルステック企業
をフィールドとし，職場改善ニーズ調査を実施
する上で，SWINGは方法論として適切に機能し
ていた。
プレとポストのインタビューを関連づけなが

ら，SWINGに対する経営者・人事担当管理職の
認識と評価から考察を加えたい。実装上の課題
については以下の 2点にまとめられる。
課題の第一は，後知恵バイアスへの対処であ

る。プレ・インタビューにおいては，SWINGへ
の期待として労働者の視点を把握したいという
思いが語られていたことに加え，役員等が認識
する人事上の課題として人事・管理的な予断が
あり適切な職場改善ができていない危惧が語ら
れていた。これらの点について対応するように，
ポスト・インタビューの「既知の職場問題の丁寧
な整理」カテゴリにおいては「新規性はないかも
しれないが納得感がある」旨が，また「俯瞰した
対策の管理的正当化」カテゴリにおいてはマネジ
メントの観点から，労働者の提示したニーズを
鵜呑みにするのではなく，現実に沿った展望の
中でニーズ解消を図る必要がある旨が語られた。
言うなれば，今回の調査結果は「想定内」の内容
であると位置づけた上で，現実的な改善策を立
てる必要があるという企業側の認識が示された。
注意を要するのは，このような認知的プロセ

スが後知恵バイアス（結果を知った後に以前か
ら知っていたと認識すること）を強化するもの
となる可能性である。もしそうなれば，ニーズ
調査による新規性は乏しいものと感じられ，意
思決定者の解釈や選択肢が狭まってしまう（つ
まり，本当に労働者が望んでいる職場改善ニー
ズを矮小化してしまう）リスクが生じる（米田
2023）。この点については，経営者自身がポス
ト・インタビューの「労働者の個別性の発見」カ
テゴリで言及したように，生の語りに触れる面
白さを基盤として，常に具体的な記述に立ち返
る姿勢が重要となろう。ここで言う「面白さ」は
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単に愉快であるというだけでなく，プレ・インタ
ビューで言及された人事・管理的な予断を打破
するような発見へと経営者・人事担当管理職を
助勢するものである。SWING の実施において
は具体的記述内容を精査すること，あるいは必
要に応じて労働者に対するヒアリングを行うこ
とを通じ，面白さを備えた分析手続きを組み込
むことが，職場改善案の現場実装にも必要であ
るかもしれない。
課題の第二は，SWINGの調査方法にまつわる
独特な部分，すなわち重要性バランスの設定の
分かりづらさ，ならびにニーズ項目の質的分析
の難しさである。プレ・インタビューにおいて
は，SWINGの仕様と懸念におけるサブカテゴリ
「オープンクエスチョンがもたらす可能性と難易
度」の中で，両方とも指摘されていた点である。
ポスト・インタビューにおいても同様に，「既知
の職場問題の丁寧な整理」カテゴリの，「分析方
法のオプションと分析視角を提示する研究者の
役割」サブカテゴリにおいて，生成 AI等を用い
た簡略化への意見が述べられていた。
まず，重要度バランスの設定（5つのニーズ項
目の合計値を 100%とする）については，それほ
ど懸念する必要はないかもしれない。「方法」セ
クションに記載したように，本研究の対象者 86
名のうち，同箇所の記載にミスがあったのは 1
件に留まっていた。したがって割合としては約
1.2%となり，全体像の把握という点では些細な
ものとなる可能性もある。また，本研究では匿
名調査の形式を採用したが，顕名調査の場合は
回答者へと遡ることが可能であり，その際には
回答者に修正を依頼するという手段もあり得る。
いずれにせよ，SWINGの特徴の一つである重要
性バランスの測定は十分に可能であると考えら
れる。
他方，ニーズ項目の質的分析については課題が
残っている。質的データを生成 AIによって分析
（分類）する手法は，現在，その効果や可能性が
検証されている。平綿他（2024）は，生成 AIの

代表的サービスである ChatGPTを使用した場
合と，質的研究の熟練者が分析をした場合との
比較を通じ，ChatGPTは全体をまんべんなく要
約するのに対し，熟練者は興味深い点にフォー
カスするという分析上の特徴を明らかにしてい
る。上記平綿らによる報告における熟練者の特
徴は，本研究において経営者・人事担当管理職か
ら研究者の役割として要請された，「分析視角（5
つの項目のうち筆頭の項目に注目するなどの分
析上の切り口）の提案を求めたい」（表 6，「分析
方法のオプションと分析視角を提示する研究者
の役割」サブカテゴリの語り例）の内容に通じて
いる。すなわち，経営者・人事担当管理職の関心
は，質的分析技法ごとの違いや学術的な妥当性
の議論（質的研究においては妥当性の概念を用
いず，credibilityや transferability等を採用する
場合もある（能智 2019））にあるとは限らず，い
かに現場での実装に有意義なアイディアを得る
ことができるかに重きを置いている。分析は生
成 AIによる「要約」止まりであったとしても，
フォーカスすべきニーズ項目や，回答上の特徴・
傾向等の情報が併せて提示されるならば，実務
に対する示唆を得ることができるかもしれない。
それは歓迎すべきことなのである。研究者は分
析視角について提案することはできたとしても，
職場改善案を的確に提示することは必ずしも得
意ではないかもしれない。その際には企業側の
担当者と共同で効果的な施策を考察する必要が
あろう。分析の簡略化と，実務への示唆とを両
立する上で重要となる箇所である。

2　第二の目的：質的研究による社会貢献の
　　あり様についての理論的考察

本研究においては，新興ヘルステック企業と
の共同研究という形式をとり，研究者と企業経
営者・人事担当管理職とがともに意見を出し合
いながら，分析ならびに職場改善案を検討する
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機会を得た。当然ながら，本研究のフィールド
であった企業の内部事情について，研究者はほ
ぼ無知であったのに対し，経営者・人事担当管
理職が圧倒的に多くの知識と経験を有していた。
このような状況下で，研究者の一方的な解釈を述
べるだけであれば現場実装不可能な，それどこ
ろか現場業務の妨げとなるアイディアを披歴す
る恐れもある。では，研究者の役割が分析結果
の提示だけかと言えばそうではない。繰り返し
述べてきたように，新たな分析視角の提案など，
研究者が担うべき役割は存在している。重要な
のは，このような研究者の役割に対する示唆が，
研究者と研究対象者（経営者・人事担当管理職）
との対話を通じて得られた点である。SWING
は充足度レベルと重要性バランスからなる散布
図（バブルプロット）を描出することによって，
結果を可視化することができ，ポスト・インタ
ビューにおいてはその図を提示しながら，対話的
にやり取りが進められた。このような手続きは，
インタビューではなく「トランスビュー」と表
現され，分析者と当事者の双方の認識が更新さ
れながら新しい発想を生み出していくプロセス
として知られている（神崎・サトウ 2014；安田
2018）。SWING が有用な可視化ツールを有し，
その図を共有できたことが，研究者と経営者・人
事担当管理職との間の議論を活発化させ，研究者
の役割に対する見解を引き出した可能性がある。
現場に適した職場改善案を見いだしていく上で，
トランスビューの発想は欠かせないとも言える。
SWING（におけるバブルプロット）は，トラン
スビューを可能にする職場改善ニーズ調査法と
して位置づけることもできよう。
トランスビューの視点は，産業保健分野にお
ける実装科学の実践という点でも有用である。
本研究におけるポスト・インタビューは，まさに
「ニーズ調査結果を踏まえてどのように（改善案
を）実装するか」という実装科学的な課題に対し
て，質的研究アプローチで挑んだものと言える。
実装科学における質的手法について，メリット

としてステークホルダー中心の視点を引き出せ
ること，またその際にはステークホルダーが研
究に積極的に関与する参加型の研究デザインが
有用であるとされる（National Cancer Institute
2018=2022）。しかし，参加型の（質的）研究を
どのように運用していくかという点については，
知見が十分ではない。この点について，本研究
は参加型かつ質的な，実装科学研究の貴重な事
例としての意義を持つ。これまで論じてきたよ
うに，SWINGは測定から結果の可視化に至るま
でが 1つのセットとしてまとめられた技法であ
り，労働者の視点を帰納的に捉えるとともに，バ
ブルプロットをもとに研究者・研究対象者間の
対話を促すことにより，トランスビューの発想
を導くことができる。本研究の成果は，産業保
健における，質的手法に基づく実装科学が可能
であることを如実に示している。
緒言に述べたように SWINGは，慢性疾患，難

病，緩和ケア領域における QOL 評価方法であ
る SEIQoLを産業保健分野へと翻案したもので
ある。このような転用を「換骨奪胎」と見なす
見方もあるだろう。だがこうして生み出された
SWINGに対し，オリジナリティを認めることは
不可能だろうか。心理学者である Grantは，オ
リジナリティについて，「珍しいアイディアを紹
介し，発展させ，その分野を改善する可能性を
持つこと」と定義している（Grant 2016=2016）。
この定義に照らせば，SWINGは産業保健分野に
おける職場改善ニーズを「改善」するという意味
において，オリジナリティを有していると言え
よう。広義の測定を重視する心理学は「方法論
の宝庫」としての側面を持ち，労働・産業分野へ
の応用の歴史も長い（渡辺 2012）。SEIQoLがそ
うであったように，心理学や関連分野で開発さ
れた方法論の中には，産業保健など他の分野に
おいて応用の道が開けるものが存在しているか
もしれない。本研究においては，医療の分野で
誕生し使用されてきた SEIQoLをもとに，労働
者の職場改善ニーズ抽出を対象とした SWING
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を提示したが，これをさらに発展させ，対象を選
ばない上位一般化した「項目自己生成式質的研
究方法論」に昇華させることも重要な課題であ
ろう。このような方法論的貢献もまた，質的研
究を社会実装する上で有効な径路となるのでは
ないだろうか。

3　研究の限界と展望

本研究は企業のあり方や経営に関する言及も
含むものとなっているが，主旨はあくまで産業保
健の観点から見た職場改善ニーズの測定，なら
びに質的研究と社会実装との関連に対する議論
に置かれている。したがって，経営学等で展開
される，詳細な職場マネジメントの知見に立ち
入った分析と考察はできなかった。この点は著
者の専門的領分を越えている。今後，より広範な
分野の専門家や，企業経営者を含んだ研究チー
ムを構成し，研究を展開していくことが望まし
い。また，産（官）学連携においては，時間的な
視点を組み込むことにより，異なるセクター間
で共通の目的や夢を共有し，問題解決に至る助
けとなるとの見解がある（サトウ 2024）。本研究
で言及した成果を踏まえて，研究フィールドと
なった iCARE社や，新興ヘルステック企業に今
後どのような変容がもたらされるのか，といっ
た問いも将来的に探究される必要があるだろう。
その際には本研究では十分に扱いきれなかった
インデックス・スコアの定量的分析など，より多
様な指標や情報を駆使することが求められる。

V　結論

本研究の目的は以下 2点で構成された。第一
に，新興ヘルステック企業における職場改善ニー
ズを労働者の視点から抽出するとともに，調査
結果を現場へと実装する際の課題を事業者（経

営者）へのインタビューから検討することであ
る。第二に，質的研究による社会貢献のあり様
についての理論的考察を行うことである。新興
ヘルステック企業をフィールドとした項目自己
生成型の職場改善ニーズ調査法（SWING）によ
る調査，ならびに企業経営者・人事担当管理職を
対象としたニーズ調査前後でのインタビューが
実施された。結果について，第一の目的に対し
ては，本研究のフィールドとなった新興ヘルス
テック企業に特徴的なニーズ項目として，「3. 多
様性と支え合いに基づく組織風土」，「10. 意見を
する心理的安全性」，および「16. 企業と業務の
効率性の追求」の 3点が抽出された。また，現場
実装の課題として，後知恵バイアスへの対処，な
らびに SWINGの利点でもあるニーズ項目の自
由記述と重要性バランスの測定の分かりづらさ
の 2点が明らかとなった。第二の目的に対して
は，SWINGが研究者・研究対象者間にトランス
ビューの関係を構築する機能を有すること，ト
ランスビューの視点が産業保健の実装科学にお
いて重要であること，そして質的研究の社会貢
献は分野を「改善する」という見地から評価しう
ることを考察した。
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添付資料

 
 
以下の質問事項について、順番に回答し、表に記入をして下さい。 

 

1．あなたにとって、どのような職場が働きやすいですか。 

大切だと思うことを「必ず５つ」挙げてください。 

単語ではなく、文章で具体的に記載して下さい。 

 

2．いま挙げてもらった５つについて、現在、どの程度、満たされていますか。 

１００点満点中何点で答えてください。５つの項目、それぞれに回答、お願いします。 

 

3．５つの項目について、重要性のバランスをお尋ねします。 

５つの合計が１００%になるように、それぞれの割合を教えて下さい。 

 

 1. 

どのような職場が働きやすいか。 

大切だと思うこと、必ず 5 つ挙げて下さ

い。 

2． 

どの程度満たされているか 

項目ごと 100 点満点中 

3． 

5 つの重要性のバランス 

全部の合計が 100% 
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